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第３章　意識改革と産業シフトを急げ
第３節　人工知能（AI）

米国の次のAI大国は中国と言われるが、公表デー
タに限りがあるため後述する。そこで、第３のAI大
国とされる英国、生産分野での議論が進んでいるド
イツ、個人情報の議論も多いフランスを検討し、そ
の後、OECDやインドなどのアジア諸国を見てみよ
う。今回は英国である。順次検討する。英国の報告

書には日本がほぼ影響を与えていないことに猛省さ
せられる。

（２）英国１，２，３，４，５，６

ブレグジット前（2017～2019年）から産業戦
略の観点でAIに関する議論の動きは活発だっ
た。2017年１月23日、同月17日発表したEU離脱
に関する12の基本方針「英国のための計画（A 
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